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食品の産地偽装対策の強化を求める意見書

全国的に食品の産地偽装が後を絶たない中、本県でも鳴門わかめをはじめとす

るとくしまブランドの産地偽装が発生しており、悪質巧妙な産地偽装に対する防

止対策が急務となっている。

このため、本県では、産地等偽装表示防止対策として 「とくしま食品表示Ｇ、

メン」により、本県独自に県条例に位置付けた科学的産地判別分析を用いた立入

検査等を実施し、産地偽装の未然防止や早期発見に努めるとともに、科学的産地

判別分析結果を基に、悪質な業者に対しては刑事告発を行うなど、断固たる態度

で臨んでいる。

しかしながら、現行の食品表示法では、原料原産地に関する根拠書類の保存義

務がなく、科学的産地判別分析結果について法的根拠がない状態である。また、

産地偽装は、事業者の利益が大きいため、偽装を防止するだけの罰金等になって

おらず、再発防止対策としても機能していない。

ブランドを確立し 安全・安心な食品を消費者に提供するためには 偽装の 早、 、 「

期発見・未然防止」に向け、更なる食品の産地偽装防止対策の強化が必要である

とともに、産地偽装の抑止力となる法的整備が急務である。

よって、国においては、消費者が安心して食品選択ができる産地偽装防止対策

を確立するため、食品表示法の改正を含め、次の事項について格段の措置を講じ

られるよう強く要請する。

１ 食品事業者に対し、原料原産地表示に関する情報が記載された書類の整備、

保存を義務化すること。

２ 産地表示に関する科学的産地判別分析の確立を図り、法的に位置付けを行う

こと。

３ 産地偽装に対する罰則の強化を図るなど、より高い不正抑止対策を講ずるこ

と。

４ 消費者の安心の確保のため、事業者による違反商品の回収を明記すること。

、 、５ 表示違反を継続反復するなど悪質な事業者に対し 一定期間の業務停止など

厳正な処分を行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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